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1 事業の成果
NGOに よる 15の事業に対する資金協力と5人の功績者への表彰事業を行なうとともに、国内での啓
発活動を通じて、活動の側面的なサポー トを行ないました。

資金協力は、全て NGOや市民グループによる活動に協力しました。
・ソーシャルチェンジ支援事業 (1事業) 社会的に弱い立場に立たされた人たちが取り残されないよ
うに、社会構造の是正に取り組む活動を 2年間にわたり支援する事業

日本に暮らす人たちにとって身近なティッシュペーパーや トイレットペーパーなどの紙製品 。もしく

はその原料のほとんどは、インドネシアから届いていますが、その大半は天然林を伐採する、先住民族を

十分な保障なく強制移転させるなど、人権や環境に配慮していないものです。環境や先住民族、またはオ

ランウータンなど動物への配慮がされた紙製品へと変わるよう、輸入元の日本企業に働きかける活動に

協力しました。

・『街の灯』支援事業 (6事業)人 権が尊重され平和で持続可能な社会の実現をめざして、日本の国内
外で「光が当たらない」活動や人たちに光を当てている事業に協力します。

一 日本の若者が日韓の共通な歴史認識を育み、平和なミライをめざす人材を育成する事業
一 福島県内で活動する移民女性による多文化共生事業
一 日本国内に暮らす非正規滞在家族の正規化に向けた取り組みと生活支援事業
一 グアテマラ農村部における先住民族の子どもたちのための土曜学級
― レバノン山間部にある難民キャンプにおける子どもたちの学習支援
― 日本国内に暮らす仮放免の高校生への奨学金プロジェクト
0時局対応支援事業 (8事業)緊 急時対応、復興支援、緊急時のアドボカシーなど、すぐに資金が必要
な事業への対応

― 原発再稼働への対応
― スーダンでの緊急種子配布による食糧安全保障
― 戦争の被害を受けたウクライナの子ども支援
― トルコ・シリア地震で被災した女性世帯への食料配布事業
― パレスチナ・ガザ地区での子どもと妊婦の栄養支援と現金給付事業
― パレスチナ 0ガザ地区での炊き出しや給水支援
― 石川県輸島市で、能登半島地震被災者への物資配布事業
一 石川県七尾市で、被災した子どもや大人を精神的に支えるイベント開催

啓発活動は、主にオンラインでの 11回の主催研修会に加え、パー トナー団体との共催による研修会を

13回開催した他、ウェブサイ トなどを通じた情報発信に努めました。また、協力団体とアーユスの支援

者や関心のある市民との対話の場など、対面による交流会も再開しました。



またパー トナー団体が主導する活動、特にアドボカシーのためのキャンペーン活動や東アジアの平和

実現を目指す大学生フォーラムなどには積極的に参加 し、広報から実施運営などに可能な限り協力しま

した。ほかにはジェンダーの研修会をコーディネーションするなど、アーユスのネットワークを生かし

て NGO/NPOと アーユスの支援者をつなぐことにも努めました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【24,795】 千円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

国際協力等を

行うNGO・ 市
民団体への助

成・研修・表彰

等の支援、及び

紛争・災害時の

緊急支援事業

(NGO支 援
事業)

。社会的に弱い立場に立

たされた人たちが取 り残

されないように、社会構

造の是正に取 り組む活動
。日本国内外で困難を強い

られている諸問題の中で

も、光があたっていない事

業への支援

・2022年 2月 に始まったロ

シアのウクライナ侵攻に

よる被災者救援活動
。2023年 2月 に起きた トル

コ。シリア大地震被災者ヘ

の緊急救援活動

・2023年 10月 より深刻化

したパレスチナ・ガザ地区

での人道支援活動
。2024年 1月 に発災した能

登半島地震の被災地支援

活動

・ ミャンマークーデター以

降に実施 された避難民ヘ

の人道支援 と状況の悪化

を防ぐための提言活動
。原発再稼働に対応した情

報発信活動

・スーダンにおける内戦の

影響を受けている人たち
への緊急救援活動
。国際協力活動に功績を残

した人や、今後の活躍に期

待できる人たちへの表彰

事業

通年 全国 7人

資金協力

団体並び

に各協力

団体の支

援先

12団 体
と、それ

らによる

15の事業

の支援先

の方々

15,522

国際協力及び

社会貢献等に

関する広報、普

及啓発、教育研

・セミナー、勉強会、研修

会などの啓発活動の実施

/オンラインでの配信
。アーユスの支援者/アー

通年

東京/大
阪/オ ン
ライン

6人

市 民 一

般、日本

国内仏教

関係者、

20,000人 9,273



修及び相互交

流事業 (研修・

ネッ トワーク

事業)

ユスが協力する団体/一
般市民の交流事業

・アーユスの支援者/アー
ユスが協力する団体/一
般の人たちからの相談対

応
。平和や人権に関する NG0

のネ ットワーク活動に参

カロ。

・アーユスの支援者や協力

者が主催する啓発事業に

協力

・ウェブや講演を通じた情

報発信
。フェア トレー ドの推進と

商品の普及、それによる国

際協力の理解促進など

NGOス
タッフ



書式第13号 (法第28条関係)

2024年 度 活動計算書 (その他事業がない場合)
事業報告用

特定非営利活動法人アーユス仏教国際協カネットワーク

2025.03.31

科 目 金  額 小計・合計

3,050,000

6,950,000

2,250,000

60,000

1,590,000

12,491,677

19,555,395

367,066

1,100,000

1,100,000

101,000

1,180,510

1,079,510

26,597

26.597

4 事業収益
国際協力等を行 うヽ 60・ 市民団体´ヽの助成・研修・表彰等の支援、及び紛争・災害時の

国際協力及び社会貢献などに関する広報、普及啓発、教育研修及び相互交流事業収益

ロ
カ

人

【A】 経 常 収 益

1 受取会費

3 受取助成金等

収  益

2 受取寄附金

28,812.502

7,990,587

883,381

10,009,126

1,122,178

12,980

9,707,620

14,785.642

248,710

125,076

2,149,169

270,093

457,701

201,411

2,310

116,600

72,537

80,970

675,459

314,103

通信

活 力金

(1)人件費
当

(2)その他経費

24.794.768

4,883,725

403.200

去定福利葬 933,841

6.229,420(1)人件費

2

寄付・募金

協賛金
物品容付

6,696,652

受取助成令

管理費

5 その他の収益
受取利息

雑収入

297,633

66,25C

事業費計



8.654

(2)その他経費 2,311,796

1

0

32 779

31 1

1

47,816

32 04
0

0

53 75

リース 450,309

399 55
0

・調査 26,560

800
485,691

所 0

0

8,541,216

33,335,984

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ・・・① (4.523.482)

【C

経 常 外 収 益 計

ｎ

Ｖ

【D 常 用

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・・・②

税

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④十⑤

(4.523.482)

70,000

63.562.996

58,969,514

（
∠

11厚生書

5,000

5,000

3.600

1 用  :計



書式第15号 (法第28条関係)

2024年 度 貸借対照表
事業報告用

特定非営利活動法人アーユス仏教国際協カネットワーク

科 目 金  額 小計・合計

60,235,619

178,220

1,863,580

62,277,419

(1)有形固定資産

(3)投資その他の資産

産

1

【A】 資 産 の 部

ソフ エ

(2)無形固定資産

【A】 資 産 合 計 ①+② 62.277.421

298,235

70,000

387,997

2,919,910

2,919,910

3.307.907

未払金

預り金

の

2

1

【B-1

63,562,996
.4,593.482)

【

正 味 財 産 合 計 58,969.514

62.277.421【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

19,762



書式第 16号 (法第 28条関係 )

2024年 度  計算書類の注記 事業報告用

2025.03.31
特定非営利活動法人アーユス仏教国際協カネットワーク

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 孵0法人会計基準協議会)に よつています。

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は、最終仕入原価法による原価法によっています。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の固定資産の減価償却方法は、建物及び建物付属設備は定額法、それ以外は定率法によっています。

(3) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込経理方式によっています。

事業別損益の状況

(単位 :円 )

千斗|ヨ

国際協力等を行

うNGO・ 市民
団体への助成・

研修・表彰等の

支援、及び紛

争・災害時の緊

急支援事業

国際協力及び社

会貢献等に関す

る広報、普及啓

発、教育研修及

び相互交流事業

その他目的を達

成するために必

要な事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
受取会費 6,950,000 6,950,000

受取寄附金 4,651,435 7,063,718 11,715,153 7,840,242 19,555,395

受取助成金等 1,100,000 1,100,000

事業収益 101,000 1,079,510 1,180,510 0

26.597

1,180,510

その他収益 26,597

経常収益計 4,752,435 8,143,228 12,895,663 15,916,839 28,812,502

Ⅱ 経常費用
(1) 人件費

給料手当 3,995,294 3,995,293 7,990,587 4,883,725 12,874,312

退職給付費用 580,981 302,400 883,381 403,200 1,286,581

法定福利費 421,791 700,387 1,122,178 933,841 2,056,019

福利厚生費 6,490 6,490 12,980 8,654 21,634

人件費計 5.004.556 5.004.570 10,009,126 6.229,420 16,238,546

(2) その他経費

活動協力金 9,204,590 503,030 9,707,620 9,707,620

会場費 5,000 5,000

業務委託費・顧問わ 124,356 124,354 248,710 165,806 414,516

活動諸経費 120,000 5,076 125,076 125,076

印刷製本費 11,685 2,137,484 2,149,169 323,779 2,472,948

売り上げ原価 270,093 270,093 270,093

旅費交通費 199,964 257,737 457,701 310,461 768,162

謝金・交通費 153,000 48,411 201,411 5,000 206,411

広報宣伝費 1,156 1,154 2,310 1,540 3,850

通信費 35,866 80,734 116,600 47,816 164,416

消耗品 48,243

0

24,294 72,537

什器備品類

修繕費

40,489 40,481 80,970 53,975 134,945

リース料 337,738 337,721 675,459 450,309 1,125,768

発送・運搬費 83,025 214,608 297,633 399,055 696,688

減価償却費 0

19,920研修調査費 46,330 66,250 26,560 92,810

保険料

租税公課 800 800

手数料 314,103 485,691 799,794

事務所家賃

32,401 １

一

９４

一

Ｍ

一

К

一

一
_上_塾豊壁壁二_

176.692



予備費

雑費など 3,600 3,600

その他経費計 10,517,443 4,268,199 14,785,642 2,311,796 17,097,438

経常費用計 15,521,999 9,272,769 24,794,768 8,541,216 33,335,984

当期経常増減額 △  10,769,564 △ 1,129,541 △  11,899,105 7,375,623 △ 4,523,482

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りですc
当法人の正味財産は58,969,514 円ですが、そのうち7,080,802円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は51,888,712円です。

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

ウクライナ緊急 3,333,118 65,450 500,000 2,898,568

トルコ・ シリア緊急 1,505,400 1,000,000 505,400

パレスチナガザ危機 1,559,420 114,617 1,000,000 674,037

能登半島地震 565,630 2,937,167 500,000 3,002,797

合計 6,963,568 3,117,234 3,000,000 7,080,802

固定資産の増減内訳

(単位 :円 )

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

什器備品 341,604 341,604 △ 341,602

無形固定資産

該当なし

投資その他の資産

該当なし

合計 341,604 341,604 △ 341,602

8
その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給与手当、法定福利費、退職給与引当金、福利厚生、旅費・交

通費、印刷製本費、消耗品、業務委託費・顧問料、広報宣伝費、通信費、発送・運搬費、水道光熱費、リース料、什器備品

費、修繕費、減価償却費、保険料、手数料及び研修調査費については従事割合に基づき按分しています。

，

」

||

|

l

|

l



書式第 17号 (法第28条関係 )

2024年 度 財産目録
事業報告用

特定非営利活動法人 ネットワーク

科 目 金 額 小  計 合  計

【A】 資 産 の 部

1

2

らエイド

弓| 付

2

(1)有形固定資産

PCl
PC2

(2) 定資産

(3) の他の資産

固

60,235,619

62,277.419

67,353

48,147,955

7,863,182

2,051,411

2,105,718

178,220

1,478

242

63,500

43,000

3,000

67,000

1,863.580

681,986

1,181,594

62.277.419

1

1

【A】 資 産 合 計 ①+② 62,277,421

【

1

生 金

人

2

退 1当金

固定負債合計 ・・・④

19,762

387,997

10,762

9,000

298,235

70,510

162,410

65,315

70,000

387,997

2,919,910

2,919,910

2,919,910

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3.307,907

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 58,969,514

未払金
SMBC手数料
その他



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2024年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所並び
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

壺担菫ヨL菫望上星菫L塑塁生:Z=ニョ墨丞型里塾垣]ヨ堕L=EL坐生L2=2

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 監事

オオハシ マサアキ 2024年 4月 1日

2025年3月 31日

年 月

月

日

日年大橋 正明

2

エダキ ミカ
2024年 7月 1日

2025年3月 31日

年  月  日

年  月  日枝木 美香

3 監事

カンダ ヒロシ 2024年4月 1日

2025年 3月 31日

年  月  日

年  月  日神田 浩史

4 〇 監事

クマオカ ミチヤ
2024年4月 1日

2025年3月 31日

年  月  日

年  月  日熊岡 路矢

5
⌒

Q聖ジ監事
スガハラ トモユキ 2024`年 4月 1日

2025`年 3月 31日

年  月  日

年  月  日菅原 智之

6 〇 監事

セノ ミサ 2024年4月 1日

2025年3月 31日

年  月  日

年  月  日瀬野 美佐

7
⌒

健壁色,監事
トオヤマ アキノブ 2024年4月 1日

2025年3月 31日

年  月  日

年  月  日遠山 章信

8 〇 監事

ナカヒラ リョウゴ 2024年4月 1日

2025年 3月 31日

年 月

月

日

日年中平 了悟

9 監事理事

ナカムラ エノ 2024年4月 1日

2025年3月 31日

年  月  日

年  月  日中村 絵乃

10 〇
監事

フクダ コウジ 2024年 4月 1日

2025`年 3月 31日

年

年

月

月

日

日福田 行慈

〇 監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 監事

ホンダ シズヨシ 2024年4月 1日

2025年 3月 31日

年

年

月

月

日

日本多 静芳

12
⌒

建壁ュノ監事
マツモ ト トモカズ 2024年4月 1日

2025年 3月 31日

年

年

月

月

日

日松本 智量

13
⌒

Q壁ジ監事
ミズタニ ヒロシ 2024年4月 1日

2025年3月 31日

年

年

月

月

日

日水谷 浩志

14
⌒

長野L,監事
モチダ カンシン 2024年4月 1日

2025年3月 31日

年

年

月

月

日

日持田 貫信

15
ノ
″
ヽ

理事。雌壼ノ
イケダ ミキ 2024年4月 1日

2025年3月 31日

年

年

月

月

日

日池田 未樹

16 理事・〇

セキグチ ヒロアキ 2024年 4月 1日

2025`年 3月 31日

年

年

月

月

日

日関口 宏聡



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人三壁
=三
ヨ墨Zゝ.仏塾□鵬国堕左室2」E■=2_

氏   名

1 菅原 智之

2 瀬野 美佐

3 遠山 章信

4 中島 大成

5 中平 了悟

6 福田 行慈

7 本多 静芳

8 松本 智量

9 水谷 浩志

10 持田 貫信

11 伊藤 信道




